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北海道大学大学院教育学研究科

紀重要第 87号 2002年 12月

成果主義と企業内賃金格差についての実証分析

一一北j毎道内企業アンケート調査結果から一一

亀野 j享*

The Empirical Analysis about Pay for Performance 

and Wage Differentials 

Jun KAMENO 

【婆旨]本稿は，北海道内の企業に対するアンケ…ト認交をもとに，企業内賃金格差につい

ての実証分析を行い，高齢化の進展や高齢化に対応するための震局窓Ij度の導入は企業内の

賃金格差の水準に大きな影響を及ぼすことや，賃金フ。ロファイルの変化は同時に同一年齢

内賃金格差を変化させる傾向が強いということを明らかにした。このことは，高齢化の進

展という避けて通ることができない変化の中で，企業は従業員の能力や成果に基づいた賃

金決定をより志向するということができる。したがって，高齢化の進展は，主幹に護用制度

のみならず賃金体系や能カ開発にも大きな影響を及ぽすものであることから，産主府政策を

立案するに当たっては，賃金体系や能力開発のあり方についても議論を進めていくべきで

ある。

[キーワード]賃金格差，成果主義，高齢化，能力開発

1 .はじめに

67 

近年，我が鴎企業においては従業員の成果による賃金決定，いわゆる成果主義が増加してい

るといわれているo こうした動きもあり，労働者は自己啓発に努め，在職のまま大学暁に入学

する者も大幡に増加している。こうした動きは今後とも一層加速化されるものと予想される。

きて，このような成果主義的な賃金決定の広がりの原因としては，競争環境の激化などに加え

て忘れてならない要因のーっとして，高齢化の進展があげられる。我が留の雇用慣行の特徴で

あるといわれている終身雇用制や年功賃金といった慣行のもとでは，高齢化の進展は，黄金コ

ストの上昇や昇進ポストの不足をもたらすというのがその主な理由であるo

実際，多くの企業で賃金体系の見直しが検討されており，既存の企業へのアンケート調査結

果や事例をみても企業の見直し意向はかなり強いといえる。また r賃金センサス」を用いた分

析においては，こうした動きを裏付けるように，賃金プロファイルの傾きの低下や間一年齢内

の賃金格差の拡大の動きがみられる(亀野 (2001a)など)0 しかしながら，この「黄金センサ

ス」を用いた分析は，調査対象企業の集計値であり，必ずしも上記の変化が一企業の中で起こっ

ているとは限らない。また，その要閣を探るには不十分で、あり，個別企業の状況をみる必要が
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ある。

本稿においては，企業内の賃金格差についての実証分析を狩うこととする 1。具体的には，年

齢関の賃金格差と同一年齢内の貧金格差であるこの 2つの格差については，近年多くの企業

で，年齢簡の賃金格差の縮小，間一年齢内の賃金格差の拡大の動きがみられる(表 1，表 2)。

企業内の賃金格差の要因については，様々なものが考えられ，一概にはいえないが，特に，本

稿においては，高齢化の進展やこれに対応するための企業行動の変化が現実の賃金格差にどの

ような影響を与えているのかについて実証分析を行うこととするo これらを明らかにすること

は，今後の能力主義の進展，ひいては職業人再教育のあり方に大きな影響を及ぼすと思われる。

2.これまでの研究成果

企業の意向について調査したものは数多くあるが定量的に実証研究したものはそれほど多

くない。

奥西 (1998)はアンケート調査結果を用い，各年齢の平均を 100とした場合の最高賃金と最

低賃金の差と， 25歳を 100としたときの賃金カーブの傾きについて，それぞれその大きさによ

企業名

表 1 年齢間の賃余格差を縮小した企業の事伊i

内
台そ噌・

-fr 

トヨタ自動車 |係長級以下の事務・技術職(ホワイトカラー)の年功部分を縮小。現行では賃

金の2苦手jを占めている年齢給を廃止する一方，能力給の要素を拡大してホワイ
トカラーの生産性を高めるのが狙い。

資格の算定については，一部年功的な要素を残すものの，賃金体系のほぼ全体

が能力に応じる制度になる。 99年 10月から

松下電器産業 |現行制度は年齢給に当たる「基礎給Jと仕事の難易度で決まる「仕事別基本給J，

偶人の実緩や能力を評価する「仕事別本人給J で構成する。基本給は難易度が

同じ仕事でも，年齢が上がるにつれて増加，本人給も勤続年数が長いほど高く

年功制に近い。

改革案は現在は最高で55歳まで続く基礎給の上昇を 45歳までにして，以後は
横ばいにする。基本給は難易度が伺じ仕事の支給額は年齢に関係なく同一にす

る。本人給は能力により 4段階で評価する能カ給に全商的に改める。査定の範

囲を広げて若年層に給与原資を手厚く分艶し活性化するのが狙い。 2001年4月

より導入。

三菱商事 |資格や入社年九年齢などにより給与を定める現行制度色職禁の駐を重視

した処遇制度へと改める。各自が手がける仕事の内容に基づく「賃金の時価主

義」を徹底，社員の能力を最大限にむき出す犯い。制度移行に伴い総合職と一

般織の区別もなくし，全社員の給与体系を一本化する。 2000年4月導入。

富士ソフト ABCI年齢給や家族手当などを廃止しj 刻として鎖的側人の生産性に蒸づく
能力給にする新しい賃金体系を採用。部門ごとに収裁を管理し，それに応じて

偶人の昇給や賞与に反映させる。社員の高齢化による固定資の上昇を抑え，開

発の中心的役割を扱う若手から中堅社員に十分な給与を支給できるシステムを

導入し，組織の活性化を進める。

従来の賃金体系i主義本給のうち約6言語が年齢給，残り 4割が資絡に応じた職能
給だったが，新賃金制度では年齢給を職能給に組み込むことで，全間的に個人

の生産性に連動した能力給に切り替える。さらに補助的につけていた家族手当

を廃止し一律に基本給を底上げする。

「労政時報J，r賃金実務J及ぴ新聞記事等より作成
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表 2 同一年齢内賃金格差の拡大事例
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岩田屋 |現行の 12等級の職能等級をほぼ半減し，成果主義に基づく新たな人事評価方法

を取り入れる。月例賃金にもメスを入れ，家族手当など手当支給を全廃すると

ともに，年俸制を導入済みの管環職(非組合員)と向様ヲ職能給，勤務給，業

績反咲分の三項目に簡素化する方針。労働組合の合意が得られれば2001年3月

導入。

B本パルカー工業|管理職を対象に全面的に年俸制を導入。導入する年俸制は，題定給比率を大編

に減らし，各管理職の実緩に応じて職能給の比率を引き上げる。査定の基準は

部署や階級により 5-7段階あり，当面は実績に応じて 20%程度の年収格差を

つくる。 遅くとも 2003if.までには最大30%の格差に広げる。

磐自信用金庫 I .部長級までの従業員を対象に人事・給与体系を刷新。人事考課制度で，能力評
備にあたる「成績考課」と，勤務態度や協調性などを判断する「情意考課」の

反映を強めたことなどが中心。

賞与は役職によっても異なるが 3カ月を基準として，評憾に応じて 0.8カ月

の上乗せから 0.7カ月の減少まで帽を持たせ，最大1.5カ月の格差が生じる仕

組み。

愛知製鏑 !これまで基準内賃金の 50%だった成果反峡部分を 90%程度に引き上げ，年齢給

など年功的要素を最小限にEE線する考え。基準内賃金の総額は事務・技術系の
社員では平均を 100として，上限を 140，下限を 60に設定。工場現場などの技

能織では同様に上限130，下限70に設定した。事務・技術系社員では，理論上冷

最大で2.3倍の格差が生じる。

ニチレイ I 2001年度から，会社員を対象に年齢給を全廃した賃金制度を導入。職務給と成
来給のみの給与体系に移行することで，若手社員を中心に仕事に対する意欲を

高めるのが狙い。部長級で最大500万丹程度の年収格差がつく可能性がある。

当初は激変緩和措置として「務整給」を設け，給与が前年比 10%以上，一下がら

ない措穫をとるが，この制度も 3王子で廃止する方針だ。賃金制度は変更するが，
同社の総人件費は変わらない見込み。

日本アイ・どー・|コンサルタントなどの専門職を対象に，社外の賃金水準を参考にして年俸を決

エム |める市場準拠裂の賃金制度を導入。倒人の技緩や知識のレベルを評価し，職種

別の労働市場における市場価値で賃金を決める。企業の収益状況や役職階層な

どに関係なし偶人の実力が給与に直接反映する。難しい仕事をこなせる人材

であれば芳子でも役員を上回る賃金を得るo 専門技能を持った人材を編広く集

めるのが狙い。「理論的には年収が一億円を超え，社長の給与を上回ることもあ

るJ (日本IBM)o

日立建機 |成来主義を全部的に取り入れた新賃金制度時九謀長以上を除く組合員の約

3，600人が対象で，平均年齢が40歳強の主査の場合，年収に最大で200万円程

度の楚がつく。年功序列の要素が大きかった従来の賃金体系を改め，

をより徹底させる。従来の賃金体系では全体のっち，年功に関係のない能力給

の部分が賃金の場合で45%，賞与の場合で20%程度を占めていたが，これを賃

金で63%，賞与で40%にまで拡大する。

北日本銀行 |従来の年功序列裂の賃金体系を改め，職能資格に応じた支給方式にした。こう

した結果，例えば従来は同じ 50歳の行員でも年収ベースで100対85くらいの

しかつかなかったが，今後は最高評価と最低では， 30歳で100対 75，38歳で

100対65，5ο歳で100対45と年収で大きな格差が発生する。

日本テレコム [新賃金制度は約5似の管理職を対象とする。年齢 資格が伺じであっても，
仕事の成楽に応じて管理職の理論上の最大年収差は課長級で現在の 60万円か

ら120万円へ，部長級では 90万円から 160万円へ広がる。
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り3グループに分け r大」グループと「小」グループとの違いをみることにより企業内賃金格

差の要因を採っている o これによると，同一年齢内賃金格差の大きい企業は，労働者の能力・

業績の把握が容易，若年層の離職率が高い，人事考課結果の本人への開示度が高いなどの特徴

があること，賃金カーブの頗きが大きい企業は，中高年齢者の離職率やその離職f足進策の実施

率が高いなどの特徴があること，また，賃金制度要因と賃金格差の大きさとの関連は小さく，

賃金格悲と企業業緩の関係はそれほど明瞭で、はないことなどを明らかにしている。

都留・守島・奥西 (1999)は，時一年齢内の賃金格差を大きくするのは，能力・業績のばら

つきやその観測容易性よりも，むしろ昇進格差の大きさや人事考課結果の本人開示度であるこ

と，賃金・昇進格葦の背後にある人事制度の改革に関しては，規模が大きく事務系従業員の比

率が高い企業で改革が進むものの，中高年社員の出向比率が高い企業では改革意欲が低下する

ことなどを明らかにしている。

三谷(1997)は，企業内賃金構造について幅広く実証分析等を行っているが，企業に対する

アンケート調査の結果から， 60歳への定年年齢の延長に伴い，企業は賃金体系を能力給比率を

高める方向に改定し，その中で実際に中高年比率が高まっている企業では，黄金に対する年齢

の評価が小さくなっていることを明らかにしている。

労働大距官房政策調査部(1995)は，企業とその従業員を対象としたアンケート調査を実施

し，同一年齢内の賃金格差は中高年齢属については，平均より上に格差が広がっており評価の

高い人により広く配分されていること，同期内での望ましい格差(平均を 100とした場合の最

と最{誌の差)についての従業員の問答は，平均49.4となっており，若・中年層では笑捺の企

業の格差よりも大きな格差を望んでいることなどを明らかにしている。

3 .仮説

企業は，高齢化に伴う賃金コストの上昇を抑制するために，次の 2つの対応のいずれかある

いは両方を採るものと考えられる。一つは賃金プロファイルの傾きを緩やかにすること，もう

一つは早期退職鑓遇制度や転籍出向等により中高年齢層の人数を減らすことである。しかしな

がら，賃金プロファイルの傾きを緩やかにすると，これまでいる従業員のモチベーションも低

下するおそれがあり，企業は時一年齢の者の間で賃金格差を付けようとするであろう。つまり，

賃金決定における年齢や勤続年数の要因を小さくし，能力や成果による要因をより大きくしよ

うとするインセンティブがより強まると思われる o

そこで，本稿では上記のような問題意識のもと，次に掲げる 5つの仮説を設定し，それらを

検証することとする。

世主説..年齢間賃金格差と問一年齢内賃金格差には負の栂簡がある。

仮説 2 高齢化の稜度が大きい企業ほど賃金プロファイルの{嘆きは緩やかであり(高齢化の

進展が大きいほど賃金プロファイルを緩やかにしている)，間一年齢内賃金格差は大

きい

仮説 3 高齢者麗馬を促進する制度を有している企業ほど賃金プロファイルの傾きは緩やか

であり，同一年齢内黄金格差は大怠い

伝説4 早期退職種選制度や転籍出向制度を有する企業は，制度がない企業に比べて年齢間

費金格差l立大きし同一年齢内賃金絡援は小さい。
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値観 5 新しい企業ほど賃金プロファイルの{嘆きが小さし動機づける方策として悶一年齢

内の賃金格幾は大患い

仮説1は，年齢間賃金格差と同一年齢内賞金格差の関係である。賃金フ。ロファイルの{咲きを

緩やかにすれば，従業員のモチベーションが下がるおそれもあるので，同一年齢内の格差をつ

ける必要があると考えられる。

仮説2，土，企業内賃金格差と高齢化等の関係である。清家 (1992)は，賃金の年功的性格を

緩めなければ高齢者の麓用拡大は難しいので，若い人たちへの労働モラールへの影響にも留意

しつつ，できるだけ賃金をフラットにしていくべきであるとしている。また，中馬・樋口 (1995)

は，黄金フoロファイルにおける勤続効果，年齢効果が縮小している要因として，従業員の高齢

化に伴う賃金総額の抑制策が影響しているとしている。一方，小野(1989)は， 1985年を

にして 2000年における年齢別黄金と労働者構成を予測し， 85年から 2000年までに黄金総額は

4%しか上昇せず，高齢化が経済全体の黄金を上昇させることはないとしている。

筆者が実施した企業へのインタビュー調査によると r高齢化の進展に伴い， 5年後には人件

費の 7-8舗を 40歳以上で占めてしまい，その配分を変えないと高業績の従業員の不満が高

まってしまうので，年齢の軸をなくし，能力や成来のみで評価する給与体系に変更したJ(大手

電気機器製造販売業A社)， rバブル崩壊後若年者の採用をほとんど行っていないので急、速に高

齢化が進展しており，このままでは賃金コストが上昇し，会社としてはもたないという認識の

もと成果主義を導入した。結果として 50歳以上の従業員は給料はダウンしたので不満はあるよ

うだJ (北海道内電気機械器具修理業B社)という事例もあった。

また， shibata (2000)は，年齢により決定される給与部分をなくし，成果による賃金決定方

式への改定により，同一年齢内の賃金格差が拡大したある日本企業の事例を紹介しているが，

この改定理由について，年齢に 1)ンクした賃金決定方式が高齢化に伴い大きな負担になってき

ていることをあlデている。

仮説3は，企業内賃金格差と高齢者雇用に関する制度の有無との関係である o 三谷 (1997)

は， 60歳への定年延長に伴い，企業は賃金体系を年功的なものから，能力給的なものを改定し

ていることを明らかにしている。

大手電機業界の富士電機は定年年齢を 65裁に延長したが， 65歳までの延長を希望する者の

黄金を 56歳時点で現行給与の 10-15%が減額する仕組みとなっている。

仮説4は，平期退職優遇制度，転籍出向制度は賃金による総賃金コストの調整についてであ

るo これらの制度は，人数による調整であり，高齢佑が進展しでも賃金フ。ロファイルを緩やか

にしようという企業側のインセンティブは働かないと考えられる。

仮説5は，食業内黄金格差と会社の設立時期との関係である。 Lazear(1998)は，年功的な

賃金プロファイルには暗黙の負債と見返りが存在するので，まだ信用のない新しい企業は，王子

らな賃金フ。ロファイルと低い生産性で我慢するか，あるいは労働者を動機づける他の方策を考

えなければならない p.303) としている。

以下では，高齢北の進展という中で企業の賃金体系の現状及び変イ七の方向について定量的に

分析し，上記仮説についてそれぞれ検討を行うこととする。
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4 .実証分析

4.1 アンケート調査の概要

まず，本稿で使用したアンケート調変は，社罷法人北海道雇用促進協会が実施した F高年齢

従業員の継続躍舟に関する識変』である。筆者は同協会を事務局とする f65歳現役社会推進モ

デル事業推進委員会Jの委員として向調査の実施，分析を行った。調査時期は 1998年1丹，調

査対象は，北海道内に本社のある従業員規模100人以上企業の本社及び従業員 100人以上の事

業所，地都府県に本社のある企業の道内事業所(従業員 100人以上)である o 調査方法は，郵

送で調査察を配布し，郵送で閤収した。 1，568事業所に配布し，有効回答数759(回収率48.4%)

であった

4.2 データの概要と分析手法

4.2.1 若手齢間賃金絡養

アンケート調査では， 25歳の王子均賃金を 100としたときの35歳， 45歳， 55歳の平均賃金を

質問している。この黄金は，原則として男子正規従業員のボーナスを含む税込み年収を基準と

している。以下ではこの年齢聞の賃金格差を「賃金フ。ロファイル指数」と呼ぶ。この指数の特

徴をみると(表3)，年齢が高くなるにつれて，指数が大きくなる，つまり，右上がりの黄金プ

ロファイルであること，また，開時に回答企業のばらつきが大きくなる傾向にある。業種別に

みると金融・保険業，卸売・小売業，欽食鹿などで指数が大きし運輸・通信業で小さくなっ

ている。また，従業員規模が大きくなるほど指数が大きくなるが，有意な差ではない。

また，アンケートでは，年齢間の賃金格差として賃金カーブが過去5年間程度の間にどう変

化したか(以下 f過去」という)，今後S王子間程度の間にどう変化すると考えているか(以下，

「今後」という)について fl.カーブは緩やかになった(なる)J， r 2 .あまり変わらないJ，

表3 賃金プロファイル指数の現状

賃金プロファイル指数

35歳 45歳

全 体
136.4 (20.07) 17l.1 (37.59) 

業種別
[137.3J [173.1J 

建設業 136.1 (15.45) 176.6 (30.30) 
製造業 135.4 (17.03) 166.3 (30.38) 
運輸・通信業 124.9 (22.32) 148.4 (38.36) 
卸売・小売業，飲食届 14l.3 (15.86) 18l. 7 (30.42) 
金融・保険業 156.3 (22.41) 209.8 (28.67) 
サーピス業 134.5 (20.44) 166.8 (40.29) 
従業員規模別

-299人 136.1 (20.15) 170.2 (38.09) 
300-999人 135.9 (18.63) 17l. 7 (34.25) 
1000人~ 146.2 (25.65) 189.6 (42.87) 

(注) [ ]内は金協の平均f庭。全国は鰯高年齢者獲用調発協会 (1999)。以下同様
( )内は標準備室長

55歳

195.1 (55.72) 
[199.6J 

202.2 (50.74) 
186.8 (42.82) 
167.2 (5l. 99) 
208.4 (47.35) 
246.5 (30.54) 
190.9 (62.56) 

193.8 (57.05) 
197.6 (51.45) 
209.1 (49.99) 



日記条主義と企業内賃金格笈についての実統分析 73 

表4 賃余プロファイル変化についての回答状洗

賃金フ。ロファイル変化

過去5年間程度 今後5年間程度

カーブは あまり変 カーブは その他 カーブは あまり変 カーブは その他

緩やかに わらない 念、になっ 緩やかに わらない 念、になる

なった fこ なる

会 体
23.2% 71.5% 4.2% 1.1% 33.5% 60.8% 3.4% 2.3% 
[26.8%J [67.9%J [4.1%J [1.2%J [36.4%J [56.8%J [3.8%J [2.9%J 

主主穏別

建設業 28.3% 68.3% 3.3% 0.0% 33.3% 61.7% 1.7% 3.3% 
製造業 33.0% 61.0% 5.0% 1.0% 37.0% 58.0% 2.0% 3.0% 
運輸・通信業 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 21.0% 72‘6% 4.8% 1.6% 
卸売・小売業，欽食}否 14.5% 80.7% 4.8% 0.0% 45.7% 45.7% 5.3% 3.2% 
金融 .i呆検業 25.5% 69.2% 3.2% 2.1% 22.2% 69.4% 5.6% 2.8% 
サービス主主 11.1% 86.1% 2.8% 0.0% 34.7% 60.6% 2.8% 2.0% 
従業員規模別

-299人 22.0% 72.9% 4.1% 1.0% 31.4% 63.1% 3.9% 1.6% 
300-999入 27.9% 65.4% 5.2% 1.5% 38.2% 54.4% 2.2% 5“2% 
1000入~ 22.2% 77.8% 0.0% 0.0% 55.6% 44.4% 0.0% 0.0% 

(注) [ J内は会閣の平均伎

'3. カーブは急、になった(なる)j， '4. その他」の4つの選択肢の中から 1つだけ回答する

よう質問している(以下，賃金プロファイル変化」というloこれをみると(表4)，過去，今

後とも '2.あまり変わらない」が最も多いが，今後ではその割合が低下し'1.カーブは緩

やかになる」が約3分の 1を占めるようになるなど黄金フ。ロファイルを緩やかにしようとする

企業が増加していることを示している。なお， '3.カーブは急、になった(なる)j と回答した

企業はごくわずかである。業種別にみると，過去では製造業で'1.カーブは緩やかになったJ

が多し今後では，卸売・小売業，欽食屈で'1.カーブは緩やかになる」が多くなっている。

従業員規模別にみると，過去においては大きな違いはみられないが，今後においては， 1，000人

以上の大企業において半数以上が'1.カーブは緩やかになる」としている。

4.2.2 問一年齢内賃合格差

次に，同一年齢内の賃金格差についてであるが，アンケート調査では， 35歳， 45歳， 55歳の

各年齢について，それぞれの年齢の平均賃金を 100としたときの，最低の者の黄金と最高の者

の賃金を指数として笠間している。そして，この最高の者の賃金指数と最低の者の賃金指数と

の差を以下では「同一年鈴内黄金格差指数」と呼ぴ，分析を行うこととする。この指数の特徴

をみると(表5)，年齢が高くなるほど，指数は大きくなる(つまり，民一年齢内の格差は大き

くなる)5傾向があるといえる。同時に，回答企業のばらつきも大きくなっている。業種別にみ

ると，サービス業で大きく，金融・保険業で小さいという特徴がある。従業員規模別にみると，

規模が大きいほど，指数は大きくなっている o

さらに，アンケート調査では，開一年齢内の賃金格差として，同一年齢内の賃金格差が過去

5年間程度の間にどう変化したか(以下，過去」という)，今後5年間程度の関にどう変化す

ると考えているか(以下，今後」という)について， '1.格差は大きくなった(なるh '2. 
あまり変わらないj，'3.格差は小きくなった(なる)j， '4. その他」の4つの選択肢の中か

ら1つだけ回答するよう質問している(以下，同一年齢内賃金格差変化」という)。これをみ
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表5 間一年齢内賃余格幾の現状

同一年齢内賃金格差指数

35歳 45歳 55歳

全 体 22.4 (19.96) 26.9 (23.54) 28.0 (24.98) 

業撞別

建設業 18.0 (12.34) 22.9 (14.42) 23.8 (17.12) 
製造業 20.8 (15.38) 25.2 (18.59) 28.9 (21.20) 
運輸・通信業 25.9 (24.44) 27.3 (25.85) 29.8 (26.02) 

卸売・小売業，飲食鹿 20.8 (13.87) 27.8 (21. 67) 26.8 (18.98) 

金融・保険業 12ι (13.56) 15.6 (13.75) 17.8 (19.56) 

サービス業 27.2 (24.65) 32.1 (28.71) 32.1 (31.17) 
従業員規模別

-299人 20.7 (18.68) 24.6 (20.96) 25.6 (22.04) 

300-999人 27.4 (22.42) 33.0 (27.99) 34.7 (31.90) 

1000人~ 30.4 (27.08) 40.3 (37.87) 40.1 (32.40) 

(注) ( )内は標準偏差

表s間一年齢内賃金格差変化の状況

同一年齢内賃金格差変化

過去5年間程度 今後5年間程度

格差は大 あまり変 格室長は小 その他 格差l立大 あまり変 格室長l立小 その他
きくなっ わらない さくなっ きくなる わらない さくなる
fこ た

全 体
14.9% 77.4% 5.8% 1.9% 27.6% 61.7% 8.0% 2.7% 
[17.9%] [74.1%] [6.2%] [1.8%] [34.8%] [54.9%] [7.4%] [2.8%] 

業稜7JJj

建設業 12.1% 82.8% 3.5% 1.7% 25.9% 62.1% 8.6% 3.5% 
製造業 21.4% 74.2% 3.4% 1.1% 40.5% 52.8% 5.6% 1.1% 
運輸・通信業 33.3% 66.7% 0.0% 0.0% 11.3% 79.3% 7.6% 1.9% 
卸予言・小売業，飲食JiS 0.0% 94.2% 5.8% 0.0% 44.8% 40.2% 12.6% 2.3% 
金融・保険業 29.9% 57.5% 11闘5% 1.2% 38.2% 58.8% 2.9% 0.0% 
サービス業 20司6% 76.5% 2.9% 0.0% 19.2% 69.4% 7.4% 3.9% 
従業員規模別

-299人 13.3% 79.3% 5.8% 1.6% 25.2% 63.8% 8.5% 2.5% 
300-999人 18.2% 71.9% 6.6% 3.3% 32.2% 56.2% 7.4% 4.1% 
1000人~ 35.3% 64“7% 0.0% 0.0% 58.8% 41.2% 0.0% 0.0% 

(注) [ ]内は会国の平均依

ると(表6)，過去，今後とも r2. あまり変わらない」が最も多いが，今後ではその割合が低

下し rl.格琵は大きくなる」が約3苦手jを占めるようになるなど同一年齢内の賃金格差を拡大

しようとする企業が増加していることを示している。

業種別にみると，過去では，運輸・通信業で rl.格差は大きくなった」が多く，今後では，

卸売・小売業，飲食1苫が多くなっている。従業員規+期日では規模が大きいほど，過去，今後と

もrl.格差は大きくなった(なる)Jが多いが，特に 1，000人以上の企業では今後，半数以上

の企業が rl.格差は大きくなるJ としている。
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4.2.3 その他の説明変数についての説明

ここでは上述した仮説を検証するに当たって用いる指標について説明する。

⑦ 数量データ
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まず，高齢化に関する指標としては， '40歳以上比率j，'50歳以上比率j，企業の設立時期に

関する指標としては「食業年齢J を用いることとする O 指標の内容と統計量は表7のとおりで

ある。

号制度等に関するデータ

高齢化に関する指標としては，年齢構成に対する意識(現在 5年後， 10年後)である。ア

ンケート調査においては，年齢構成についての意識を'1.若・中年者比率が高<，高齢者瑳

用は大きな問題ではないJ，'2.高鈴者比率が高しその麗用が大きな問題であるJ，'3.高

齢者比率は高いが，人事・処遇制度の工夫や技能特性の活用等により大きな問題でないj，'4. 

わからない」の4つの選択肢の中から，現在 5年後， 10年後についてそれぞ、れ1つだけ選択

するよう質問している。

人事制度に関する指標のうち，特に高齢化の進展と関係のあるものとして， (a)定年制6 (b)勤

務延長制度7，(c)再雇用制度8，(d)早期退職優遇制度9，(e)転籍出向制度10の5つを取り上げること

とする。判定年制については，定年制を定めている企業が99.3%であり，そのうち， 90.5%が

定年年齢が'60歳」としている。 60歳を超える定年制を導入しているのは，定年制を定めてい

る企業のうちわずか 6.4%のみである。したがって， '60歳を超える定年制を有する」または'60

歳定年であるが，定年年齢の改定が決まっているJであると問答した企業を '60歳超定年Jと

し， '60歳定年であり，定年年齢の改定は決まっていないが検討中である」または '60歳定年

であり，定年年齢の改定の予定はない」企業を '60歳定年J と2つに分類した。また， (b)-(e) 

については，制度の「あり」と「なし」の2つに分類し分析を行った。なお， (b)勤務延長制度

または(C)再雇用制度を導入している企業を「継続雇用制度J有り， (d)早期退職優遇制度または

(e)転籍出向制度を導入している企業を「退出促進制度」有りとした。指標の内容と統計量は表

8のとおりである。

なお，表3，4， 6， 7， 8の[ ]内の数値は全圏平均の数値である。本章の分析に用い

た北海道内の企業のデータと比較すると，賃金プロファイル変化や同一年齢内賃金格差変化に

ついては，会閣の方がカーブを緩やかにした(する)あるいは格差を拡大した(する)という

割合が高くなっているが，制度の導入状況等の平均値をみる限りは全国王子均と大きな相違があ

表 7 説明変数(数量データ)

内容

仮説2

40歳以上比率 |全従業員に占める 40歳以上の割合(%)

50歳以上比率 i会従業異に占める 50歳以上の割合(%)

仮説5

企業年齢 11998 (調査年)一設立年(西暦)

(注)[ ]内は会屈の数値

48.6 
[49.2] 

25.。
[25.3] 

35.0 

20.72 

17.80 

18.17 
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表s説明変数(制度等に関するデータ)

内 t勾ヤT 
統計量

平均 標準偏差

仮説2
高齢化に対する意向・現在 「高齢者比率が高しその雇用が大きな関 0.45 0.50 

題である」または「高齢者比率は高いが， [0.47J 
人事・処遇制度の工夫や技能特性の活用

高齢化に対する意向・ 5年後 等により大きな問題で、ないJ 1， 中 0.63 0.48 
年者比率が高<，高齢者雇用は大きな間 [0.64J 

題ではないJ=O
高齢化に対する意向・10年後 0.75 0.44 

[0.77] 

仮説3

60歳超定年制 61歳以上の定年制を導入または導入が 0.09 0.28 
決定している=1，その他出。

勤務延長制度 勤務延長制度を導入している企業=1，導 0.25 0.43 
入していない企業=0 [0.26J 

再就職制度 再雇用制度を導入している企業工1，導入 0.55 0.50 
していない企業=0 [0.61] 

継続護用制度 勤務延長制度又は再雇用制度を導入して 0.69 0.46 
いる企業=1，導入していない企業=0 [0.76J 

仮説4

早期退職優遇制度 早期退職優遇制度を導入している企業= 0.13 0.34 
1，導入していない企業ニO [0.16] 

転籍出向制度 転籍出向命Ij度を導入している企業=1，導 0.12 0.33 
入していない食業出。 [0.12] 

退出促進制度 早期退職優遇制度または転籍出向純度を 0.20 0.40 
導入している企業=1， していない企

業=0

るわけではない。したがって，北海道のデータによる分析をもって我が国企業の特徴であると

断言するのは苦い過容ではあるが，傾向としては我が菌全体をみているといっても大きな開題

はないであろうと思われる。

4.3 分析結果

4.3.1 相関分析及び平均の差の検定等

① 賃金プロファイル指数の水準との関係

まず，数量データについては，賃金プロファイル指数との相関係数をみることとする(表9)。

仮説1に対応する同一年齢内賃金格差指数との関係についてみると，賃金プロファイル指数

は35歳における時一年齢内賃金格差指数とは有意に負の相関，つまり，同一年齢問の格差が大
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表g 賃金プロファイル指数と数値データの相関係数

黄金プロファイル指数

35歳 45歳 55歳

披説1
同一年齢内賃金格差指数

35歳 -0.1052* -0.1354 ** -0.1685ネホ
45歳 -0.0285 -0.0240 0.0594 
55歳 0.0062 0.0035 0.0066 

仮説2
高齢者比率

40歳以上 -0.2425** 0.2726** -0.2275** 
50歳以上 -0.2432** 0.2662本車 -0.2361本*

仮説5
企業年齢 0.1488** 0.2027ネ* 0.1956** 

(注)村:p<O.Ol， .: p<O.05 

きい企業ほど賃金フ。ロファイルの傾きは緩やかで、あることがわかるo しかしながら， 45歳， 55 

歳における同一年齢内黄金格差指数とは有意な関係はなかった。

仮説2に対応する高齢佑比率との棺関係数をみると，負の相関があるといえる。つまり，

齢化比率が高い企業は相対的に黄金プロファイルの傾きは緩やかになっている。

仮説5に対応する企業年齢との相関係数をみると，iEの相関があるといえる。つまり，

時期が新しいほど賃金プロファイルの傾きは緩やかになっているといえる。

次に，数量データ以外の指標について，制度の有無や意向の違いにより賃金プロファイル指

数に差があるのかをみてみよう(表10)。

まず仮説1に対応する同一年齢内賃金格差の変化との関係でみると，同一年齢内賃金格差を

拡大した企業の方が賃金プロファイル指数が大きくなっている。また，今後拡大しようとして

いる企業の方が黄金ブ。ロファイル指数が大きくなっている o つまり，賃金フoロファイル指数が

大きい企業(賃金フ。ロファイルが急、な企業)ほど，同一年齢内黄金格差を拡大させており，ま

た今後とも拡大しようとしているといえる。これは仮説とは逆の結果となっている O

仮説2に対応する年齢構成に関する意識との関係をみると，現在及び5年後においては「大

きな陪題である」と認識している企業の方が指数は小きくなっている。賃金プロファイルの傾

きが大きいほど，高齢化に伴つ黄金コストの増大をもたらすことを考えると予想と逆の結果と

なっている。これは，大きな問題であると認識している企業は，賃金プロファイル指数を小さ

くしており，逆に高齢者が少ない企業は費金フ。ロファイルの舘きが急であっても大きな問題と

はならないと認識しているのではないかと考えられる。なお， 10年後については有意な結果を

f専ることカfで、きなかった。

仮説3に対応する高齢化に対応するための制度の導入状況との関係をみると，定年制につい

ては， '60歳超定年制」の企業の方が指数は小さくなっているが， 35歳を除き有意な差ではな

い。勤務延長制度については，毎日度を導入している企業の方が指数が小さくなっている。しか

しながら，再麗用制度については，制度の有無による差はみられない。これは，再雇用制度は

勤務延長制度に比べ，定年後に賃金が大幅に減少する傾向が強く，企業にとっては定年前の賃

金体系を大きく変更する必要がないことによるものと思われる。勤務延長制度または再雇用制
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表団 賃金プロファイル指数についての平均の幾の検定

同一年齢内賃金格差変化(仮説1)

:iJ!Il 去 今 f麦

現状維持，縮小 拡 大 t-jrl! 現状維持，縮小| 拡 大 t-jl直

35歳 135.77 140.53 2.011村 134.77 141.01 -3.332**率

45歳 170.28 179.55 -2.123料 167.55 182.31 -4.318**本

55歳 194.72 203.16 -1.313 190.63 210.23 -3.906村本

(注)r現状維持，綴小」は「あまり変わらない」または「格楚は小きくなった(なる)Jと回答した金業拡大」
は「格差は大きくなった(なる)Jと回答した企業

品齢化に対する意識(仮説2)

現 在 5 年後 10 年後

大きな
大きな

大きな
大きな

大きな
大きな

問題で t 値 問題で t-11底 問題で t-11直
はない
問題

はない
問題

はない
問題

賃金フ。ロファイル指数

35歳 138.28 134.02 2.613*** 138.21 135.95 1.315 137.16 137.07 0.038 

45歳 175.21 165.66 3.117*** 176.43 168.90 2.344付 174.62 170.97 0.836 

55歳 200.47 188.61 2.555*権 201.19 192.84 1. 695* 201. 41 196.39 0.780 

60歳超定年制j 勤務延長制度

なし あり t-11産 なし あり γ{底

賃金プロファイル指数

35歳 136.95 130.81 2.116** 137.35 133.57 2.047日

45歳 171. 87 164.42 1.365 174.27 161. 62 3.654**本

55歳 196.21 185.02 1.369 199.54 182.54 3.280*** 

再雇用制度 継続雇用制度

なし あり t一億 なし あり ャイ直

賃金フ。ロファイル指数

35歳 136.79 136.08 0.444 138.85 135.28 2.064** 

45歳 171.32 170.95 0.120 175.93 168.89 2.168キ*

55歳 196.97 193.59 0.731 202.31 191.98 2.067** 

早期退職優遇制度 転籍出向制度 退出促進昔話i度

なし あり t一億 なし あり t-11直 なし あり t-11産

賃金フ。ロファイル指数

35歳 135.37 142.51 -3.146** 136.15 138.14 0.810 134.73 142.91 -4.176ネキキ

45歳 168.70 185.10 -3.887** 170.20 177.67 1.626 167.17 185.64 -5.085*** 

55歳 191.28 216.16 -3画946村 193.98 202.78 1.272 188.88 216.88 -5.092*料

(主主)… : p<O.Ol， 村 : p<0.05， *: pく0.1
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度を導入している継続雇用制度有りの企業では，制度のない企業よりも指数は小きくなってお

り，仮説とは整合的である o

仮説4に対応する退出促進制度との関係についてみると，早期退職優遇制度については，制

度がある方が指数が大きくなっている。また，転籍出向制度についても早期退職優遇制度と同

様の結果であるが有意な差とはなっていない。早期退職優遇制度または転籍出向制度を導入し

ている退出促進制度存りの金業では，制度のない企業よりも指数は大きくなっており，仮説と

は繋合的である。

② 賃金プロファイルの変化との関係

まず，黄金プロファイルの変化との関係をみるために，変fむの有無により数量データに差が

あるのかをみることとする(表11)0

仮説1に対応する同一年齢内賃金格差指数との関係をみると，過去・今後とも有意な差はみ

られなかった。これは，高齢化比率(仮説2)，企業年齢(仮説5)についても向様であった。

ただい賃金フ。ロファイル指数の水準との関係をみると，賃金プロファイルの傾きを綾やか

にした企業は指数の水準がやや小さいという関係が35歳のみにみることができる。一方，今後

については， 55歳のみに，指数の水準が大きいほど傾きを緩やかにしようとする企業が多い。

また，数量データ以外の指標との関係をみるために，クロス集計を行い，その関係の有無を

みることとする。

仮説1に対応する同一年齢内格差変化との関係では過去，今後とも有意な関係があるといえ

る(表 12)。つまり，黄金プロファイルの鰻きを緩やかにした企業は同時に同一年齢内の賃金格

差を大きくしているといえる。また，今後においても，賃金フ。ロファイルの傾きを緩やかにし

ようとしている業は陪時に同一年齢内の賃金格差を大きくしようとしているといえる。

しかしながら，これ以外の高齢北に対する意向(恨説2)，各種制度の導入状況(仮説3及ぴ

表 11 賃金プロファイル変化の回答別にみた数量データ結果

賃金プロファイル変化

過 去 メ~ 後

現状維持，
縮小 t-1iEl 

現状維持，
縮小 t-11底

拡大 拡大

仮説I

同一年齢内賃金格差指数

35歳 23.11 20.50 1.25 22“41 22.96 -0.29 

45歳 27.53 25.39 0.86 26.54 28“10 -0.71 

55歳 29.01 25.61 1.25 27.67 28.93 -0.52 

愛金プロファイル指数

35歳 137.40 133.73 1.908本 136.64 136.45 0.109 

45歳 171. 84 169.00 0.787 169.54 174.41 -1. 516 

55歳 195.07 196.38 -0.237 191. 52 202.56 -2.249村

仮説2

高齢化比率

40歳以上 48.49 47.72 0.38 48.86 47.09 1.00 

50歳以上 24.66 23.78 。.52 25.25 22.91 1.56 

仮説5

企業年齢 35.42 34.48 -0.56 34.92 35.31 -0.26 

(注)村本:p<O .01， ..: p<O. 05，本:p<O.l 
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表 12 賃金プロファイル変化と開一年齢内賃金格義変化の回答別クロス集計

①過去

陪一年齢内賃金格差変化

賃金ブ。ロファイル変化 格差は大きく あまり変わらない

なった
または格差は小さ x2 
くなった

カーブは緩やかになった 25.4% 74.6% 100.0% 15.380ホ*ホ

あまり変わらないまたは
11.2% 88.8% 100.0% カーブは念、になった

計 14.9% 85.1% 100.0% 

②今後

同一年齢内賃金格差変化

賃金フ。ロファイル変化 格差は大きく あまり変わらない

なる
または格羨は小さ 計 x2 
くなる

カーブは緩やかになる 44.2% 55.8% 100.0% 41. 453*** 
あまり変わらないまたは

18.6% 81.4% 100.0% カ ブは念、になる

計 27.6% 72.4% 100.0% 
(注)日*: p<O.Ol 

表 13 同一年齢内賃金格差指数と数量データとの相関係数

同一年齢内賃金格差指数

35歳 45歳 55歳

仮説1
黄金プロファイル指数

35歳 -0.1052* -0.0285 0.0062 
45歳 -0.1354叫 -0.0240 0.0035 
55歳 -0.1685** 0.0594 0.0066 

仮説2
高齢者比率

40歳以上 0.1291村 0.0812 0.1202* 
50歳以上 0.1313** 0.0919 0.1449** 

f反説5
企業年齢 -0.1337** …0.1206* 0.0446 

(注)叫 p<O.01，.・ p<O.05

仮説4)については有意な関係を得ることができなかった。

③ 問一年齢内賃金格差指数の水準との関係

まず，

13)。

タについては，同一年齢内賃金格差指数との棺関係数をみることとする(表

仮説1に対応する賃金フoロファイル指数との関係をみると， 35歳を除き有意な関係はみられ

なかった。

仮説2に対応する高齢化比率においては， 35歳及び55歳においては有意な正の関係がみら

れたが， 45歳においては相関はみられなかった。

仮説5に対応する企業年齢については， 35歳及び、45歳において強くはないが負の相関がみ

られた。これは設立時期が新しいほど格差が大きいことを意味している。ただし， 55歳ではそ

の関係は有意で、はない。これは，設立年が新しい企業では， 55歳程度の従業員は少なし結果
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表 14 同一年齢内賃金裕養指数についての平均の義の検定

食金プロファイル変化(仮説1)

過 去 メ<r- f表

現状維持，拡大 総 t-{i直 現状維持，拡大 縮 t-{i宜

35歳 23.11 20.50 1.25 22.41 22.96 -0.29 

45歳 27.53 25.39 0.86 26.54 28.10 -0.71 

55歳 29.01 25.61 1.25 27.67 28.93 -0.52 

(注) I現状維持，拡大」は「あまり変わらない」または「カーブは急になった(なる)Jと回答した企業縮小」
は「カーブは緩やかになった(なる)J と回答した企業

高齢化に対する意向(仮説2) 

現 :tE 5 年後 10 年後

大きな
大きな

大きな
大きな

大きな
大きな

開題で
開題
t-11直 開題で

問題
t-値 問題で

問題
t-11疫

はない はない はない

!可一年鈴内賃金格差指数

35歳 22.08 22.79 0.401 24.41 2l.45 1.581 23.82 22.29 0.591 

45歳 26.77 26.97 -0.095 29.44 25.49 1.780本 28.52 27.48 0.329 

55歳 26.19 30.16 -l. 720本 28.57 27.72 0.343 28.48 29.12 -0.177 

60歳超定年昔話 勤務延長制度

なし あり t-11直 なし あり t-11底

周一年齢内賃金格差指数

35歳 22.28 24.76 -0.760 2l.10 26.46 -2.684 *** 

45歳 26.91 28.18 -0.323 25.42 31.38 -2.498村

55歳 27.89 29.87 一0.475 27.46 29.43 -0.750 

再雇用制度 継続廃用制度

なし あり t-1i盛 なし あり 仁{痕

同一年齢内賃金格差指数

35歳 19.20 25.06 -3.404刊本 17.37 24.85 4.109村本

45歳 23.96 29.25 -2.559本* 22.05 29.16 -3.240叫*

55歳 25.24 30.07 -2.115キ* 22.97 30.18 -2.952*** 

早期退職優遇制度 転籍出向制度 送出促進制度

なし あり t-値 なし あり t-11痘 なし あり t-11底

河一年齢内賃金格差指数

35歳 23.51 16.25 3.021判権 22.69 20.53 0.835 23.81 17.46 3.040*付

45歳 28.23 19.72 3.028*** 27.44 23.22 1.379 28.26 2l.88 2.600ホキ*

55歳 29.01 22.30 2.158村 28.00 27.61 0.115 28.63 24.97 1.322 

(注)叫*:p<O.Ol，村:p<O.05， *: p<O.l 
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として賃金格差との関係が不明確になっているのではないかと考えられる。

次に，数量データ以外の指標について，制度の有無や意、向の違いにより向一年齢内賃金格差

指数に差があるのかをみてみよう(表14)。

仮説1に対応する賃金フ。ロファイルの変化との関係でみると，有意な差は見られなかった。

仮説2に対応する高齢化に対する意識についても，ほとんど有意な差はみられなかった。

仮説3に対応する高齢化に対応するための制度の導入状況との関係をみると，定年制につい

ては， r60歳超定年制」の企業の方が指数はやや大きくなっているが，必ずしも有意な差ではな

い。勤務延長制度については， 55歳を除き制度がある企業の方が有意に指数は大きくなってい

る。再麗用制度については制度がある企業の方が有意に指数は大きくなっているo また，継続

雇用制度がある企業の方が有意に指数は大きくなっている。これはイ反説3と整合的であるo

仮設4に対応する退出促進制度との関係についてみると，早期退職優遇制度については，制

度がある企業の方が有意に指数は小きくなっている。これは，早期退職優遇制度の実施により

格護が大きな従業員が退職することになり，結果として黄金格差は小さくなるのではないかと

考えられる。転籍出向制度については，制度の有無による有意な差はみられなかった。また，

退出促進制度のある企業の方が55歳を除き有意に指数は小きくなっている。これは仮説4と整

合的である。

④ 同一年齢内賃金格差の変化との関係

まず，同一年齢内賃金格差の変化との関係をみるために，変化の有無により数量データ

があるのかをみることとする(表 15)。

仮説1に対応する賃金フ。ロファイル指数との関係をみると，過去，今後とも格差を拡大した

あるいは拡大しようとしている企業の方が現在の賃金プロファイル指数が大きいという関係が

みられる。これは，仮説とは逆の結果となっている。これは賃金プロファイル指数が大きい，

表 15 間一年齢内賃金格差変化の回答那にみた数量データ結果

向一年齢内資金格差変化

過 去 t，- f愛

現状維持，
拡大 t~ 1ili: 

現状維持，
拡大 t-11直

縮小 綴小

仮説l

賃金フ。ロファイル指数

35歳 135.77 140.53 -2.01村 134.77 141. 01 -3.33*本*

45歳 170.28 179.55 -2.12村 167.55 182.31 -4.32叫*

55歳 194.72 203.16 -1.31 190.63 210.23 -3.91村本

同一年齢内賃金格差指数

35歳 22.21 24.64 -0.989 22.42 23.27 -0.432 

45歳 26.58 30.65 -1.396 26.83 28.22 -0.592 

55歳 27.36 33.93 -2.043村 27.30 30.85 -1.369 

仮説2

高齢化比率

40歳以上 48.84 39.21 3.97付* 49.34 42.67 3.49村*

50歳以上 24.90 16.70 4.12本** 25.40 19.30 3.90村*

仮説5

企業年齢 35.57 35.21 0.17 34.78 37.55 -1.64 

(注)叫*: p<O.Ol，村:p<0.05，ホ:p<O.l 
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表 16 同一年齢内賃金格差変化と賃金プロファイル変化の圏答別クロス集計

① 過去

賃金プロファイル変化

同一年齢内賃金格差変化 カーブは緩やか あまり変わらない

になった
またはカーブは念、 計 x2 
になった

格差は大きくなった 41.7% 58.3% 100.0% 15.380日*

あまり変わらないまたは
20.9% 79.1% 100.0% 

格差は小さくなった

23.2% 76.8% 100.0% 

②今後

賃金プロファイル変化

間一年齢内賃金格差変化 カーブは緩やか あまり変わらない

になる
またはカーブは急、 計 x2 
になる

格差は大きくなる 50.1% 44.9% 100.0% 41.453*** 
あまり変わらないまたは

26.1% 73.9% 100.0% 
格差は小きくなる

iit 33.5% 66.5% 100.0% 

(注)*料・ p<O.01，村:p<O.05，キ:p<O.l 
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つまり，賃金プロファイルが急な企業ほどその傾きを小さくしようとしており，その補完的措

置として同一年齢内賃金格差を拡大したあるいは拡大しようとしているのではないかと思われ

る。

現在の同一年齢内賃金格差指数の水準とはほとんど有意な関係がみられなかった。つまり，

水準と変イむの方向は関係がないといえる。

依説2に対応する高齢者比率との関係についてみると，高齢化比率が低い金業の方が格差を

拡大したあるいは拡大しようとしている。これも仮説とは逆の結果となっている。これは，③

でみたように，高齢化比率が低い企業は同一年齢内賃金格蓋指数も小さいことから，格差を拡

大しようとしているのではないかと考えられる。

仮説5に対応する企業年齢については有意な差はみられなかった。

また，数量データ以外の指標との関係をみるために，クロス集計を行い，その関係の有無を

みることとする。

仮説1に対応、する賃金フ。ロファイル変北との関係についてみると，過去，今後とも有意な関

係があるといえる。つまり，同一年齢内賃金格差を拡大した企業は同時に賃金プロファイルを

軽やかにしているといえる。また，今後においても，関一年齢内の賃金格差を拡大しようとし

ている企業は，問時に賃金プロファイルの傾きを緩やかにしようとしているといえる(表16)0

しかしながら，これ以外の高齢化に対する意向(仮説2)，各種制度の導入状況(仮説3及ぴ

仮説4)については有意な関係を得ることができなかった。

これら①~④をまとめると，表17のとおりとなる。

4.3.2 璽臨l席分析

4.3.1において，年齢関賃金格差と同一年齢内黄金格差について，それぞれの板説を検証した

ところであるが，高齢化やそれに対応するための制度についての変数は相互に影響しているこ

とが十分考えられる o したがって，ここでは， 4.3.1でみた変数を説明変数として用い，年齢間
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表 17 値観と相関分析等結果

賃金プロファイル 同一年齢内賃金格差

①水準 ②変化 ①水準 ②変化

仮説1

水準 ム × ム × 
(35歳のみ0) (35歳のみ0)

変化 × O × O 
仮説2 O × O × 

(高齢化に対する (高齢佑に対する
意識はx) 意識はx)

仮説3 O × O × 
(勤務延長制度)

仮説4 O × O × 
(早期退職優遇制度) (早期退職鑑遇制度)

仮説5 O × O × 
(35歳， 45歳)

賃金格差や同一年齢内賃金格差を被説明変数とする同時決定を行うモデルを構築し，より詳細

に分析を行うこととする。

① 賃金プロファイル指数

賃金プロファイル指数を被説明変数とする重自帰分析モデルを構築した。以下この結果をみ

ることとする(表18)。

仮説1に対応する詞一年齢内賃金格差指数についてはほとんど有意な結果を得ることはでき

なかった。また，時一年齢内賃金格差変化については 45歳， 55歳においては正の関係がみられ

た。つまり，同一年齢内賃金格差を拡大しようとしている企業は賃金フ。ロファイル指数が大き

いということがいえるが，これは仮説とは逆の結果となっている。

仮説2に対応する高齢化比率についてについてみると，すべての年齢において有意な負の関

係がみられた。高齢化比率が高い企業ほど賃金プロファイルが緩やかで、あるということになり，

叙説2は説明された。

仮説3に対応する 60歳超定年制，勤務延長制度，再躍用制度についてみると，勤務延長制度

について 45歳及ぴ55歳において負の関係がみられ，仮説3を説明することができたが， 60歳

超定年制，再瑳用制度については有意な関係はみられなかった。

仮説4に対応、する早期退職鐙遇制度，転籍出向制度についてみると，早期退職優遇制度につ

いて 45歳及び55歳において正の関係がみられ，仮説4を説明することができたが，転籍出向

制度については有意な関係はみられなかった。

仮説5に対応する企業年齢については，すべての年齢において有意な正の関係がみられた。

つまり，新しい企業ほど賃金プロファイルが急であるということで仮説日立説明された。

以上をまとめると，部分的で、はあるが，仮説 1~仮説 5 はある程度説明されたということが

できる O ただし，賃金プロファイルと同一年齢内賃金格差の水準関士では明確な関係を見出す

ことはできず，また，賃金フ。ロファイル指数と同一年齢内賃金格差変化との関係も仮説とは逆

の結果となっており，水準の大小のみで判断することはできない。さらに， 35歳については，

佼説2及び仮説5しか有意な結巣を得ることはできなかった。これは，企業が高齢化に対応す
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表 18 賃余プロファイル指数についての重圏帰分析結果

35 歳

同一年齢内賃金格差 一0.061 -0.023 
指数 ( -1.391) ( -0.611) 

i湾一年齢内賃金格差 2.532 
変化・今後 (1.244) 

高齢化比率 (40歳以 0.231村本 0.231**市
上) (%) ( -5.134) (-4.969) 

60歳超定年制 -4.741 -3.920 
1.407) 1.118) 

勤務延長制度 1.477 -1.630 
(-0.711) (-0.765) 

手写麗用制度 0.489 0.511 
(0.275) (0.279) 

早期退職優遇制度 3.604 3.315 
(1.405) (1.265) 

転籍出向制度 0.693 -0.896 
(-0.260) ( -0.323) 

企業年齢 0.125** 0.143村*
(2.443) (2.751) 

大卒ダミー 10.144叫* 8.749*** 
(4.264) (3.424) 

1000人以上夕、ミ 11.769*本 8.215 
(2.289) (1. 512) 

定数演 142.849*** 141. 053*叫
(48.273) (44.791) 

Adj一決定係数 0.1294 0.1114 

機準誤差 18.712 18.878 

サンプル数 483 459 

(注)1.村*: p<O.Ol， **: p<0.05， *: p<O.l 
2.大卒ダミーは，大卒=1，それ以外=0

45 歳

0.001 -0.002 
(0.010) (-0.036) 

8.901本*
(2.521) 

-0.507*** 0.490*村
(-6.395) (-6.055) 

2.734 0.194 
(-0.457) (0.032) 

-8.056料 -7.529** 
(-2.201) ( -2.031) 

-0.796 1.285 
( -0.252) ( -0.404) 

9.417村 9.640*キ
(2.086) (2.115) 

-0.040 1.694 
( -0.009) (-0.351) 

0.380*** 0.375村*
(4.257) (4.149) 

18.955*村 17.889*市*
(4.383) (4.025) 

18.715** 16.558* 
(1. 989) (1.752) 

180.758*** 177.979**本
(34.122) (32.578) 

0.1784 0.1849 

32.864 32.842 

473 460 

3. 1000人以上ダミーは，従業員規模1000人以上=1，それ以外=0
4. ( )内は t値

55 

0.177* 
(1.653) 

0.445刊本
( -3.220) 

0.453 
( -0.045) 

-18.175村*
( -2.952) 

4.688 
(-0.871) 

15.629** 
(2.058) 

…3.090 
( -0.390) 

0.381** 
(2.514) 

24.044端本来
(3.251) 

3.097 
(0.195) 

202.235村*
(21.585) 

0.0900 

53.703 

435 
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歳

-0.041 
( -0.404) 

11.658** 
(2.195) 

-0.569*** 
642) 

-8.134 
( -0.880) 

-12.446ホキ
( -2.256) 

3.287 
(-0.688) 

16.989** 
(2.521) 

-6.531 
(-0.912) 

0.485*** 
(3.584) 

21. 991 *水本
(3.269) 

6.744 
(0.485) 

206.073*** 
(24.372) 

0.1504 

48.219 

439 

るため， 40歳代から賃金フ。ロファイルを変化させているということがいえ，亀野 (2001)でみ

たように，最近， 40歳以蜂の賃金プロファイルが緩やかになっているという「賃金センサス」

の結果と整合的であるといえる 11

⑧ 賃金プロファイル変化

次に賛金プロファイル変化の過去及ぴ今後を被説明変数とするロジスティック毘帰分析モデル

を構築した。ロジスティック回帰分析モデルを用いたのは，被説明変数がOまたは 1の2値を

とる変数であるため，通常の最小自乗法では分析できないためである。

この結果をみると(表19)，仮説1に対応する同一年齢内賃金格差変北については，過去，今

後とも有意な正の関係がみられた。つまり，同一年齢内賃金格差を拡大した，あるいは，拡大

しようとしている企業は同時に賃金フ。ロファイルを緩やかにした，あるいは，緩やかにしよう

としているということができ，仮説1を説明することができた。しかしながら，その他の変数，

つまり仮説2-仮説5については有意な結果を得ることができず，仮説を説明することはでき

なかった。
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表 19 賃金プロファイル変化についてのロジスティック回帰分析結果

過 去 メ7入

時一年齢内賃金格差変化 0.924*** 0.966*叫 1.190料*
(3.328) (3.274) (5.613) 

同一年齢内賃金格差指数 -0.004 
45歳 (…0.836) 

高齢化比率(40歳以上) 0.001 -0.002 0.000 
(%) ( -0.230) (…0.374) ( -0.026) 

60歳趨定年制 0.309 0.354 0.430 
(0.744) (0.802) (1.136) 

勤務延長制度 0.209 0.034 0.272 
(0.839) (0.124) 1.149) 

再雇用制度 -0.201 -0.200 0.115 
( -0.915) (-0.845) ( -0.573) 

早期退職優遇制度 0.084 -0.031 -0.501 
(0.267) (…0.091) ( -1.643) 

転籍出向制度 0.469 0.510 0.216 
(1. 545) (1.541) (0.735) 

大卒ダミ 0.161 0.306 0.120 
(0.544) (0.971) (0.449) 

1000人以上夕、ミ 0.837 -0.685 0.129 
1. 055) ( -0.847) (0.222) 

定数項 1.347*** 1.203**本 0.910刊本
( -4.114) ( -3.310) ( -3.164) 

x2 x2 (9) 17.908 が(10)=16.997 x2( 9) =39.024 

P 0.03629 

サンプル数 518 

(注)1.日本:p<O.Ol，付:p<0.05，ペ p<O.l
2.大卒ダミーは，大卒=1，それ以外=0

0.07447 

456 

3. 1000人以上ダミーは，従業員規模1000人以上=1，それ以外=0
ム( )内は γ億

⑤ 問一年齢内賃金格差指数

0.00001 

519 

fゑ

1.246村*
(5.522) 

0.004 
(0.817) 

-0.001 
( -0.154) 

0.304 
(0.742) 

-0.319 
1. 260) 

0.177 
( -0.825) 

-0.533* 
( -1.660) 

0.216 
(0.676) 

0.175 
(0.607) 

0.152 
(0.246) 

0.892村*
(-2.721) 

ぷ(10)ここ40.070

0.00002 

457 

次に，同一年齢内糞金格差指数を被説明変数とする重回帰分析モデルを構築した。以下この

結果をみることとする(表20)。

仮説1に対応する黄金フ。ロファイル指数や賃金プロファイル変化については，ほとんど有意

な結果を得ることはできなかった。

彼説2に対応する高齢化比率についてみると，すべての年齢において有意な正の関係がみら

れた。つまり，高齢化比率が高い企業ほど同一年齢内賃金格差は大きいということとなり仮説

2は説明された。

仮説3に対応する 60歳超定年制，勤務延長制度，再雇用制度についてみると， 60歳超定年制

は55歳のみ有意な負の関係がみられた。しかし，これは仮説3とは逆の結果となっている。勤

務延長制度，再雇用制度については 35歳及ぴ45歳において有意な正の関係がみられた。これ

は仮説3と整合的である。ただし， 55歳では有意な関係はみられなかった。したがって，仮説

3については， 55歳では仮説を説明することができなかった。これは，企業は一般的にすでに

日歳以前において同一年齢内の黄金格差を大きくしているのに対し，55歳時点てすま役職定年制
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表20 賃金プロファイル指数についての軍関帰分析結果

35 歳

賃金ブ。ロファイル指 -0.067 -0.069 
数 ( -l.391) (-l.410) 

賃金フ。ロファイル変 1.284 
化・今後 (0.672) 

高齢化比率 (40歳以 0.097** 0.093* 
上)(%) (2.023) (l. 903) 

60歳超定年制 5.710 -4.985 
( -l.617) ( -l.364) 

勤務延長制度 5.389村 5.361** 
(2.490) (2.450) 

再援用制度 5.600*** 5.376*日
(3.030) (2.870) 

平期退戦優遇制度 3.701 3.453 
l.376) (-1.265) 

転籍出向制度 -l. 719 1.920 
( -0.618) ( -0.685) 

企業年齢 -0.180*** -0.178**ホ
( -3.394) ( -3.313) 

大卒ダミー 2.175 2.243 
(0.856) (0.872) 

1000人以上ダミ 1l. 743** 11.508本*
(2.177) (2.121) 

定数項 29.533*ホ* 29.575*端本
(3.971) (3.898) 

Adj一決定係数 0.0674 0.0626 

様準誤差 19.619 19.716 

サンプル数 483 476 

(注)1.叫・ : p<O.Ol，付:p<0.05， *: p<O.l 
2.大卒ダミーは，大卒=1，それ以外=0

45 歳

0.000 0.001 
(0.010) (…0.042) 

2.124 
(0.923) 

0.131村 0.130村
(2.250) (2.189) 

一7.967* 一7.051
( -l.888) l. 611) 

5.450村 5.527** 
(2.101) (2.106) 

4.574** 4.409* 
(2.055) (l. 952) 

6.675** -6.463本*
( -2.087) ( -1.989) 

2.577 2.755 
(-0.777) ( -0.824) 

-0.186村* -0.183*** 
(-2.915) (-2.836) 

3.719 3.688 
(l.191) (1.165) 

18.772村* 18.426*** 
(2.828) (2.757) 

24.307*キ* 23.934**場
(3.494) (3.379) 

0.0580 0.0548 

23.285 23.413 

472 465 

3. 1000人以上夕、ミーは，従業員規模 1000人以上1，それ以外=0
4. ( )内は t-値

55 

0.036* 
(l. 653) 

0.199村*
(3.186) 

-9.781*キ
(-2.160) 

2.810 
(l. 002) 

3.877 
(l. 599) 

-5.633 
( -1.640) 

0.903 
(0.252) 

…0.102 
( -l.488) 

l.061 
(-0.3l4) 

15.865** 
(2.224) 

12.981** 
(2.131) 

0.0343 

24.232 

435 
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歳

0.035 
(l. 574) 

l. 748 
(0.694) 

0.200*叫
(3.142) 

-9.207* 
l. 951) 

2.835 
(0.998) 

3.722 
(l. 508) 

-5.494 
( -l.570) 

0.841 
(0.232) 

0.102 
.463) 

l.201 
( -0.350) 

15.551村
(2.159) 

12.603村
(2.023) 

0.0303 

24.415 

427 

や賃金の大輯な低下などがみられ，格差を縮小させるような動きもあり結果としてその関係が

不明瞭になっているのではないかと考えられる。

叙説4に対応する早期退職優遇制度，転籍出向指IJ度についてみると，早期退職優遇制度につ

いては 45歳のみ負の関係がみられ，仮説4を説明することができるが，その他の年齢や転籍出

向制度については有意な関係はみられなかった。早期退職髄遇制度の実施年齢が45歳程度から

という企業が多いことの影響によるものと思われる。

仮説5に対応する企業年齢については， 35歳及び、45歳において有意な負の関係がみられた。

つまり，新しい企業ほど同一年齢内の賃金格差が小さいということで仮説5は説明された。

以上をまとめると，部分的で、はあるが，仮説2-仮説5はある程度説明されたということが

できる。しかし，仮説1については説明できなかった。また， 55歳については，仮説2しか有

意な結巣を得ることはできなかった。これは，企業が高齢化に対応するため， 30歳代半ばから

40歳代にかけて同一年齢内の賃金格差を変化させているが， 55歳時点では，制度的な要因はあ

まり関係がなくなっているということができるo
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表 21 間一年齢内賃金格差変化についてのロジスティック回帰分析結果

JfAJ 

賃金ブ。ロファイル変化 0.931*** 
(3.341) 

賃金プロファイル指数
45歳

高齢化比率 (40歳以上) -0.028*ホ*
(%) (-3.728) 

60歳超定年制 1. 969* 
1.841) 

勤務延長制度 0.457 
(1. 485) 

再藤周常IJ度 0.074 
(0.268) 

早期退職優遇措IJ度 -0.425 
(-0.985) 

転籍出向昔話度 0.493 
(1. 341) 

大卒ダミー -0.649 
1. 605) 

1000人以上ダミー 1. 503** 
(2.293) 

定数項 -0.929** 
( -2.469) 

x2 X2(9)=41.054 

p 0.00000 

サンプル数 518 

(注) 1. **惨:p<O.Ol，村:p<0.05， *: p<O.l 
2.大卒ダミーは，大卒=1，それ以外口O

去 メ7合、

0.953*** 1.192*** 
(3.347) (5.612) 

0.008ホ
(1.935) 

0.025村* …0.015*** 
( -3.353) (-2.724) 

-2.005* 1.973村*
1. 847) ( -2.587) 

0.402 0.163 
(1.257) ( -0.617) 

0.046 -0.003 
(0.164) ( -0.013) 

-0.478 -0.010 
( -1.089) ( -0.032) 

0.424 0.514本
(1.110) (1.696) 

一0.848** 0.177 
(-1.983) (0.626) 

1. 449** 1.075本
(2.105) (1.773) 

2.293ホ村 -0.744** 
(-2.711) ( -2.319) 

X2 (10) = 43.949 X2 (合)=63.975 

0.00000 0.00000 

504 519 

3. 1000人以上ダミーは，従業員規模1000人以上=1，それ以外=0
4. ( )内は t…{夜

④ 間一年齢内賞金格差変化

後

1. 228**場
(5.613) 

0.011ホ**
(3.336) 

0.014村
( -2.310) 

-2.024*** 
( -2.607) 

-0.168 
( -0.613) 

0.033 
( -0.146) 

-0.098 
( -0.301) 

0.449 
(1.429) 

…0.038 
( -0.129) 

1.046 
(1.596) 

2.689村*
( -3.855) 

X2(10) =78.592 

0.00000 

505 

次に同一年齢内賃金格差変化の過去及び今後を被説明変数とするロジスティック回帰分析モ

デルを構築した。以下この結果をみることとする(表21)。

仮説1に対応する賃金プロファイル変化については，過去，今後とも有意な正の関係がみら

れた。つまり，賃金プロファイルを緩やかにしようとしている企業は問時に向一年齢内賃金格

を拡大しようとしているということができ，仮説1を説明することができた。なお，黄金プ

ロファイル指数(水準)についても有意な正の関係を得ることができたが仮説とは逆の結果と

なっている。

仮説2に対応する高齢北比率についても有意な負の関係がみられた。これは，高齢化比率が

低い企業ほど間一年齢内賃金格差を拡大したあるいは拡大しようとしているということがで

き，仮説2とは逆の結果となっているo

仮説3については， 60歳超定年制のみ有意な負の関係がみられたが，これについても逆の結

果となっている。また，勤務延長制度，再濯用制度については有意な結果を得ることはできな

かった。さらに，仮説4及び、仮説5については有意な結果を得ることができず，仮説を説明す
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表 22 依説と霊闘i席分析結果

賃金フ。ロファイル 間一年齢内賃金格差

①水準 ②変化 ①水準 ②変化

仮説1

水準 × × × × 

変色 × O × O 
仮説2 O × O × 

仮説3 O × O × 
(45歳， 55歳の (35歳，45歳の勤務延
勤務延長制度) 長制度，再雇用制度)

仮説4 O × O × 
(45歳， 55歳の (45歳の早期退職
早期退職擾遇制度) 優遇制度)

仮説S O × O × 
(35歳， 45歳)

ることはできなかった。

以上のように，震回帰分析結果のまとめると表22のようになるoこれは 4.3.1の結果(17表)

とおおむね同様である。

つまり，高齢化の進展やこれに対応する制度等の導入は企業内の賃金格差の水準に影響を与

えている，あるいはそういう黄金水準にあることが制度の導入を容易にしているということが

いえよう。ただし，賃金プロファイルと悶一年齢内黄金格差との関係を水準でみると，関係は

明確で、はなかった。これは水準の大小によってもう一方の格差の水準や変化を決定しているわ

けではないといえる。しかしながら，水準で、は有意な関係をみることができなかった賃金プロ

ファイルと同一年齢内賃金格差の関係はその変化問士の方向でみると，有意な結果を得ること

ができた。つまり，賃金プロファイルを意識的に変化させようとする場合は同時に間一年齢内

賃金格差も変化させようとしていることが明らかになった。

5.おわりに

以上の分析結果をみると，説明カが惑いモデルがあったこと，賃金格差の水準と変化の関係

も十分説明できなかったことなどについて，アンケート調査の限界などの問題があると思われ

るが，今後の検討課題としたい。

ただし，そういった制約があるものの明らかになったことは，高齢化の進展や高齢化に対応

するための麗用制度の導入は企業内の賃金格差の水準に大きな影響を及ぼし，また，賃金フ。ロ

ファイルの変化は同時に同一年齢内賃金格差を変化させる傾向が強いということである。今後，

の高齢イちの進展による企業内での対応、はますます重要になってくるであろう。つまり，

齢化の進展という避けて通ることができない変化の中で，企業はより従業員の能力や成果に

づいた賃金決定をより志向するということができる。したがって，こうした動きに対応するた

め，高齢fじの進展は，労働者の自己啓発意欲をより一層加速イじさせる要関になろう。大学院な

どその受け血づくりが求められているといえよう。

上でみたように，高齢化の進展は，単に麗用制度のみならず賃金体系や能力開発にも大きな
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影響を及ぽすものである o したがって，今後の高齢佑の進展に伴い，その瑳用対策の重要性が

高まっているが，政策の立案に当たっては，賃金体系や能力開発のあり方についても議論を進

めていくべきである。

<5.主〉

1 本稿は，重注野 (2000)，亀野 (2001b) を大幅に加筆・修正・再分析したものであるG

2 これらの格差の理論的の理論的意味について，三谷(1997)，都留・守島・奥部 (1999)などにより聖書王墜さ

れている。王子齢間の賃金格差についての環論的意味は，①生活費保障仮説，②人的資本渡論，③インセンティ

ブ仮説，④情報的学習モテ、ルなど。同一年齢内焚金格去をについての理論的意味は，(!)限界生産カの観測殴難住，

②インセンティブ強度原理，③労働者荷の協働の主重要性，③長期麗F誌との関連など

3 労働者「賃金労働待問制度等総合識変J(1999年)によると，今後3年間の資金制度の改定内容別企業数割

合が言語いのは業績・成果に対応、する賃金部分の拡大J(22.3%)であり，過去と比較してもその増加繍が最

も高くなっている。次いで、職務遂行能力に対応する食金部分の拡大J(20.8%)となっている。このように，

食業の意向としては，成采や能力に主主づく賃金体系に対する志向がより強くなっているといえる。

4 結果の詳細にについては，鮒北海道雇用促進協会 (2000)を参照

5 労働省「賃金構造主主本統計銀資J(1999年)の大卒男子の年収をもとに計算すると，この指数の格差は 35-39

歳で156万円， 45-49歳で237万円， 55-59歳で274万円となる。平均の水準からみると決して小さい格羨

ではない。

6 アンケート調査では，まず，定年制(懐行を含む)を定めているかどうかを質問している。定めている場

合はその年齢も質問している。次に，現在の定年年齢の改定予定をrl.改定が決まっているJ，r 2.改定は

決まっていないが検討中であるJ，r 3.改定の予定はない」の3つの選択肢の中から lつだけ回答するよう質

問しており，改定が決まっている場合はその年齢も質問している。

7 アンケート認査では「定年年歯舎に迭したものを引き続き濯用する制度」と定義している。

8 アンケート調査では「定年年齢に透したものをいったん退職させた後，再び雇用する制度」と定義してい

る。

9 アンケート調査では「定年前退職者に対し退事罰金などで俊過する制度」と定義している。

10 アンケート調査では「労働者は貴社との議用関係を終了し，新たな関連会社等の出向先との簡で護用契約

を結び，そこで働く制度」と定義している。

11 亀野(2001a)によると， 90年代後半から，賃金フ。ロファイルの傾きは緩やかになっているが，すべての年

齢層では緩やかになっているのではなし大卒の 40歳以降においてその動きが顕箸であること，特に， 1，000 

人以上の大企業で低下騒が大きいことを明らかにしている。
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